
































た上で（ 6 ）、次のような「副作用」問題が浮上してきている点に着目したい（ 7 ）。
　例えば、処分性拡大に伴い、行政処分（とみなされたその行政活動）に行訴
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た行政活動
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の文脈での
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を経ないでなされた場合はもちろん












































泉掘削事件（最判昭和46年 1 月22日：民集25巻 1 号45頁）をみていこう。






















































































































































































































































































































































　行手法制定後の事例として、長野地判平成17年 2 月 4 日（判タ1229号221頁）













































することなく、生活保護停止処分（生活保護法27条 1 項、62条 3 項・ 4 項）が
なされた事例である。本判決は、「弁明の機会の保障を欠いたという手続上の



























































かったことも、行手法（13条 1 項 2 号）に反し、事実上弁明の機会を付与しな



































































































































































































































































































































機関告示（出入国管理及び難民認定法 7 条第 1 項第 2 号の基準を定める省令の
留学及び就学の在留資格に係る基準の規定に基づき日本語教育機関等を定める
件の一部を改正する告示）につき、違法な行政処分であるとして、その取消訴
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的取消事由説を採用した
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を縮小す
る、言い換えれば、行政に対して法律上課されているはずのその手続義務を軽















































































































（ 2 ）　司法研修所編『改訂 行政事件訴訟の一般的問題に関する実務的研究』（法曹会、2000
年）14頁以下等参照。
（ 3 ）　ただし拙稿「処分性拡大判例の系譜」洋法56巻 2 号（2013年）25頁以下も参照。
（ 4 ）　二項道路一括指定事件（最判平成14年 1 月17日：民集56巻 1 号 1 頁）、労災就学援護
費不支給決定事件（最判平成15年 9 月 4 日：判時1841号89頁）、食品衛生法違反通知事
件（最判平成16年 4 月26日：民集58巻 4 号989頁）、登録免許税拒否通知事件（最判平成
17年 4 月14日：民集59巻 3 号491頁）、病院開設中止勧告事件（最判平成17年 7 月15日：
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民集59巻 6 号1661頁）、病院病床数削減勧告事件（最判平成17年10月25日：判時1920号
32頁）、土地区画整理事業計画決定事件（最判平成20年 9 月10日：民集62巻 8 号2029
頁）、保育所廃止条例事件（最判平成21年11月26日：民集63巻 9 号2124頁）、有害物質使




































の関連性をめぐる議論については、「公権力の行使」（行訴法 3 条 1 項）の解釈の一端と




港事件、最判平成元年 2 月17日：民集43巻 2 号56頁）や、被侵害利益の性質等（もん
じゅ事件、最判平成 4 年 9 月22日：民集46巻 6 号571頁）をも考慮して、原告適格の有
無を判断してきた「原告適格拡大判例」なり、またそれらを「考慮事項」として立法化





























巻 1 号（2012年）【拙稿2012】28頁以下で試みに提示したのち、拙稿2013・前掲注（ 9 ）
51頁以下、拙稿2016a・前掲注（ 6 ）269頁以下、拙稿2016b・前掲注（ 9 ）247頁以下で
具体的に論じている。

























た、「審決」に関わってⓐ問題が争われた事案として、最判昭和51年 5 月 6 日（判時819
号35頁）は、審決に影響を及ぼすべき性質の審判手続上の瑕疵があったことを理由とし




















































成 5 年 7 月20日（行集44巻 6 ・ 7 号637頁）――東京高判平成 6 年 8 月 9 日（行集45巻
8 ・ 9 号1727頁）――等、「申請認容処分」に関わるⓑ問題が争われた裁判例として、












（38）　関連して、例えば静岡地判平成28年 1 月28日（LEX/DB 25542356）は、「行政手続法 3
条 1 項 9 号は、公務員又は公務員であった者に対してその職務又は身分に関してされる

























（41）　控訴審判決、東京高判昭和60年 4 月30日（行集36巻 4 号629頁）も同旨。
（42）　本判決の控訴審、大阪高判平成 2 年 8 月29日（行集41巻 8 号1426頁）も、原審を引用
し、処分を取り消している。
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議論、形式的行政処分論においても見られたところである。例えば、原田尚彦『訴えの










行手法 3 条 1 項 1 号・ 3 号と類似の文言を用いている、（平成26年改正前）行政不服審



















成 5 年11日 2 日）において、政府参考人（総務庁行政管理局長、八木俊道）は、同法 3
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（80）
照。また江原勲・北原昌文「判批」判自359号（2012年） 7 頁、岩本浩史「判批」判セ











（93）　また東京地判平成26年の事実認定によれば、被告行政庁は、平成24年 7 月 5 日付けで
廃止通知を送付し、またそれに先立ち同年 6 月18日に「弁明の機会の付与通知書」を送









（97）　ただし行手法 3 条 1 項14号の行政調査に係る適用除外規定との関係につき、山本未来
「土壌汚染対策法に基づく調査報告命令及び通知の行政手続法上の位置づけ」明治学院
大学法学研究101号（2016年）217頁以下も参照。
（98）　中山・前掲注（91）105頁（注 6 ）、櫻井敬子『行政救済法のエッセンス〈第 1 次改訂
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